








 問 題 の 所 在
多国籍企業にとって急激な税務環境の変化に起因する税務リスクへの対応が求められて


























飯 田 哲 也
は, 従来よりコーポレート・ガバナンスを論ずる際に会社法の視点より議論を積み重ねて















示すことを目的としている｡ 方法は以下のとおりである｡ まず, 義務的開示制度の具体例








欧米各国に目を向けると, 1994年にアメリカ法律協会 (ALI) によって報告されている
｢コーポレート・ガバナンスに関する州会社法及び判例の在り方を集大成した分析と勧
告｣6) は, わが国でもよく知られている｡ 英国においても, 1992年の ｢キャドバリー委員
会報告｣7) を皮切りに, 一連の報告が示され, 主として証券取引所規則などを通じて, 取

















しかしながら, 取締役会と監査役会の役割, アカウンタビリティ, 実効性の有無の３点




















拡大していることも影響していると考えられる｡ その資料として図表 1－1 を提示する｡
米国の OceanTomo の調査によれば S&P 500 企業の時価総額に占める無形資産
(Intangible Assets) の比率は, 1975年の17％から2015年の84％に大きく増加している (図
表 1－1参照)｡ このように無形資産 (Intangible Assets) の占める割合が非常に大きくなっ






係構築｣ プロジェクト (伊藤レポート)12) である｡ この報告書の中には, 以下のよう企業
と投資家による高質の対話の必要性が明示してある｡ ｢企業と投資家による 『高質の対話』








Tangible Assets : 有形固定資産 Intangible Assets : 無形固定資産
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第１に, ｢A 取締役は十分に情報を与えられた上で, 誠実に, 相当な注意を払い, 会社
と株主の最善の利益において, 行動すべきである15)｡｣ という原則の注釈において, 以下
の文言が追加されている｡ ｢取締役会は, リスク管理体制及び, 会社が税法, 競争法, 労
働法, 関給法, 機会均等法, 安全衛生法を含む適用を受ける法律を遵守していることうを
確保するために設計された体制を重要な責務を負っている16)｡｣
また, 改訂草案では, ｢C 取締役会は高い倫理基準を適用すべきである｡ 取締役会は
利害関係者の利益を考慮に入れるべきである17)｡｣ という原則の注釈には, 以下の文章が
追加されていた｡ すなわち, ｢同様に, 取締役会が, 経営者に実施を許されるタックスプ
ランニング戦略を監視して, 会社および株主の長期的利益に寄与せず, 法的リスクやレピュ
テーション・リスクの原因となる実務を抑止することは, 各法域において益々望まれてい
る18)｡｣ さらに, ｢G20/OECDコーポレート・ガバナンス原則｣ では, 上述の原因となる実
適切な税務ガバナンス構築の必要性 83
務の例として, ｢例えば, アグレッシブな租税回避を行うこと (for example the pursuit of
aggressive tax avoidance)｣ という文言が上記の文章に加えられている｡ 取締役会の監視
によりアグレッシブな租税回避行為を抑止することがほとんどすべての法域で望まれてい









て20)｣ や岡直樹 ｢英国アーロンソン報告書と GAAR21)｣ が行われているがこれら先行研究
を参考にして歴史的経緯をまとめる｡





る｡ まず１つ目は, 税制の簡素化と歳入の確保である｡ これは, 財務大臣が ｢教育・福祉
をやるために財源は必要｡ 財源調達には歳入の確保が必要｡ 租税回避は, その支障となる｣
として歳入確保の必要性を訴えたこと, および個別的な租税回避防止規定で対処すると非
常に複雑な税制となるため, できるだけ税制を簡素化しようとした背景のもとに検討がな
されたものである｡ 次に, もう１つの柱は, グローバル化のなか, 英国の経済競争力を保
つため, 業界経済の発展を阻害しない形での租税回避防止規定を設けようというものであ
る｡ そのため, 通常の取引には, それを阻害しないような租税回避防止規定を設けること
が検討された｡
英国は, コモン・ローに準拠しているため実質主義を否定する伝統がある｡ 実質主義を





英国の租税回避スキームの開示制度 (The Tax Avoidance Disclosure Regime) は2004年
財政法 (Financial Act 2004) により導入された｡ その際, 届け出なければならない租税調
整は以下の３点で担っていた｡








2006年財政法で, 資本利得税に関して, 損失の売買などを防ぐための, 特定の分野につ






























税務戦略の開示義務は, すでに導入されている Senior Accounting Officer (SAO) 規程の
もとで ｢適格｣ (英国での売上高が２億ポンド以上, または, 総資産合計が20億ポンド以
上) とされた英国企業グループに適用される｡ また, この条件に満たない法人においても,
英国の国別報告書の提出義務が課せられる英国法人 (全世界売上高が７億５千万ユーロ以
上) 等, あるいは, 親会社が英国法人以外の場合で, 英国にその親会社があったと仮定し
たとき国別報告書の提出義務が課されることになるときは, その親会社を持つ英国法人も
対象となる｡ わが国多国籍企業も英国に子会社や支店を有する場合当然この規制の対象に












④ 英国税務当局 (HMRC：Her Majesty’s Revenue and Customs) との協議に対す
る企業グループのアプローチ｡
86














2015年に計画実施された経済協力開発機構 (OECD) の租税委員会による BEPS (Base
Erosion and Profit Shifting) プロジェクトにおいて, 多国籍企業の活動や納税実態に関す
る透明性向上が重要な１つの課題とされ, 最終的に行動企画12として ｢タックス・プラニ























































































































































は消費者, 従業員, 株主, 債権者, 仕入先, 得意先等のことをさす｡
2) 谷口和繁 ｢コーポレート・ガバナンスと税務リスク｣ 『租税研究』 2007年８月号, 110－121
頁｡
3) 庄司一也 ｢税務の面からコーポレート・ガバナンスを確立することの利点と課題｣ 『サイバー
大学論集』 2009年２月, 88－104頁｡
4) Base Erosion and Profit Shiftingの頭文字の略語のことをいう｡ 日本語では, ｢税源侵食と利
益移転｣ という｡ 経済協力開発機構 (OECD) により行き過ぎた節税を防ぐため BEPS対策と
しての BEPSプロジェクトが計画され15の行動計画を発表した｡
5) 本論文においては, コーポレート・ガバナンスを論ずる便宜上, 企業・会社とは大衆投資家
(分散した不特定多数の投資家) がいる公開株式会社を指すものとする｡
6) 1992年に, アメリカ法律協会 (American Law Institute) の10年にわたるプロジェクトの成
果である｡ ｢コーポレートガバナンス原理：分析と勧告｣ もモニタリングを中心とした経営管
理・監督機構を推奨している｡
7) Ardian Cadbully, Report of the Committee aspects of Corporate Governance (1992)
8) 江頭憲治郎 ｢コーポレート・ガバナンスを論ずる意義｣ 『商事法務』 第1364号, 1994年８月,
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11) 有価証券報告書に記載してある企業に関する情報のうちバランスシート, 損益計算書, キャッ
シュフロー計算書の財務以外の情報のことをいう｡ たとえば, 従業員に関する情報, リスク情
報のことである｡ 税に関する情報も非財務情報に該当する｡
12) 経済産業省 ｢持続的成長への競争力とインセンティブ～企業と投資家の望ましい関係構築～｣
プロジェクト (伊藤レポート), 2014年８月, 18－23頁｡
13) http //www.oceantomo.com/ intangible-asset-market-value-study /2018年12月13日最終アクセス｡
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月に迂回利益税 (Diverted Profits Tax) という新しい税法を導入した｡ 本論文では財政法の改
正のみを取り上げる｡
20) 辻富久 ｢英国における租税回避スキームの開示制度について｣ 『国士舘大学政経論業』 第19
巻, 2007年４月, 21－45頁｡
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21巻, 2009年４月, 1－36頁｡
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『租税研究』 2015年７月, 332336頁｡
24) 辻富久, 前掲稿, 21－30頁｡
25) 同上稿, 32－36頁｡
26) Her Majesty Revenue and Customs, 英国歳入税関庁のことをいう｡ 2005年, ゴードン・ブラ
ウン財務大臣による税務行政の大がかりな見直しにより, 関税消費税庁 (HM Customs and




28) 白坂亨・中原拓也 ｢英国では税務戦略の開示が義務化 税務情報開示をめぐる国内外の動向｣
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